
サービス利用契約書 

 

本サービスの契約企業または契約者（以下「利用者」という。）及びズィーバーコミュニケーションズ株式会社（以下「当社」という。）

は、当社の利用者に対するサービスの提供等に関して、以下の要綱及び当社が定める利用規約のとおり契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。 

 

要綱 

１． サービスの概要 

「壁 de コンタクト」サービス（以下、「本サービス」という。） 

「地図 de コンタクト」サービス（以下、「本サービス」という。） 

「ピカッ de コンタクト」サービス（以下、「本サービス」という。） 

※「壁 de コンタクト」「地図 de コンタクト」「ピカッ de コンタクト」同時利用した場合も以下、「本サービス」という。 

コールセンター及びオペレーター向け上記サービスの提供 

２．サービス料金 

   壁 de コンタクト・地図 de コンタクト 

初期セットアップ費用     ：1 サービス契約時                        400,000 円 

2 壁・地図同時契約時 初期セットアップ費用    500,000 円 

月額費用              ：1 基本価格                             2,000 円/ライセンス 

2 壁・地図 de コンタクトセット価格              3,000 円/ライセンス 

ピカッ de コンタクト 

初期セットアップ費用     ：サービス契約時              400,000 円 

月額費用          ：1 オペレーターステータス版           1,500 円/ライセンス 

2 キュー版（10 台まで）       基本価格 35,000 円 

 

   個別ブラウザ検証費用 ：500,000 円（Web ブラウザ 1 製品｛サービス｝あたり） 

   なお、サービス料金は、利用者個別に作成する見積書により最終決定されるものとする。 

３．個別契約の成立 

個別契約は、当社が次の各号に定める事項を記載した注文書を利用者に交付し、利用者が必要事項を記載し、当社がそれを

受理した時点で成立する。または当社見積書に対する、利用者書式の発注書を当社が受理した時点で契約が成立する。 

(1)注文日付 

(2)見積番号 

(3)利用サービスおよび期間 

(4)初期費用、月額費用および支払条件  

４．契約期間 

(1)契約期間は基本 1 年単位とする。利用者もしくは当社から契約終了の申し出がない限り、契約は 1 年間自動更新となる。 



(2)利用者が 1 年未満の契約期間を希望する場合、当社が利用者に特別契約条件を提示する。利用者がその条件に合意した

場合、1 年未満の契約期間を認めるものとする。 

５．支払条件 

利用者は、各月サービス料金（サービス利用開始月においては、初期セットアップ費用及び月額費用）を、翌月末日までに、別

途当社が指定する口座に振込送金する方法によって支払う。振込送金に要する費用は、利用者の負担とする。 

 

６．中途解約 

利用者および当社は、本利用規約の定めにかかわらず、契約解約希望日の 30 日前迄に相手方に解約の通知することにより、

本契約を解除することができる。月の途中において本項に基づき本契約を解除する場合、当該月の月額費用および個別契約に定

める解約時の費用について、その全額を支払うものとする。 

７．サービスの終了 

当社は、経営上の判断により、本サービスを終了することができる。その場合、終了日の 30 日前迄に各利用者に電子メールで事

前予告を行うものとする。 

 

 

 

 

利用規約 

この規約（以下「本規約」という。）は、ズィーバーコミュニケーションズ株式会社（以下「当社」という。）が提供する 「壁 de コンタク

ト」及び「地図 de コンタクト」に関するすべての製品およびサービス（以下「本サービス」という。）の利用に関する条件を、本サービスの契

約企業または契約者（以下「利用者」という。）と当社との間で定めるものである。 

 

第 1 条（規約への同意） 

利用者は、本利用規約に同意することで、本サービスを利用することができる。 

利用者は、本サービスを実際に利用することによって、本規約に有効かつ取消不能な同意をしたものとみなされる。 

 

第 2 条（定義） 

本規約において、以下に掲げる用語は、各号に定める意味を有するものとする。 

(1) 「相手方当事者」とは、利用者においては当社を、当社においては利用者をいう。 

(2) 「クレーム等」とは、苦情、クレームその他これらに類する行為を個別に又は総称していう。 

(3) 「コンテンツ」とは、利用者が本サービスを利用することで受信できる情報であって、文章・音声・音楽・画像・映像・動画・ソフトウェア・

プログラム・コード・データ等の情報をいうが、これらに限られない。 

(4) 「損害等」とは、損害、損失又は費用（第三者からの請求に基づくもの、及び弁護士費用を含む。）を個別に又は総称していう。 

(5) 「知的財産権等」とは、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権、特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠

登録を受ける権利、商標登録出願により生じた権利、及び不正競争防止法に基づく保護の対象となる商品等表示、商品の形態

又は営業秘密並びに外国法に基づく権利であってこれらに相当するものを個別に又は総称していう。 



(6) 「法的倒産手続」とは、解散、清算又は破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始その他これらに

類する法的倒産手続を個別に又は総称していう。 

(7) 「法令等」とは、国内外の法律、政省令、通達、告示、司法・行政機関等の規則、命令、条例、ガイドラインその他の規制を個別に

又は総称していう。 

(8)「反社会的勢力」とは、次の各号のいずれかに該当する者を個別に又は総称していう。 

(i) 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、

社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下「暴力団員等」と総称する。） 

(ii) 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有する者 

(iii) 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する者 

(iv) 自ら又は第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってする等、不当に暴力団員等を利用してい

ると認められる関係を有する者 

(v) 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等の関与をしていると認められる関係を有する者 

(vi) 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有する者 

 

第 3 条（サービス利用契約の申込） 

1．本サービスの利用を希望する法人、団体または個人は、当社所定の方法で、申込をするものとする。 

2．当社は、利用規約及び当社の基準にそって、前項の申込を審査し、本サービスの利用を承諾する場合、個別契約を締結する。個

別契約は、当社が注文書を利用者に交付し、利用者が必要事項を記載の上、当社が注文書を受理することにより成立する。また

は、利用者が当社の見積書に対し利用者書式の発注書を作成し、当社が受理した時点で契約が成立する。 

 

第 4 条（サービス利用契約の解約） 

利用者もしくは当社がサービス利用契約の解約を希望する場合、当社所定の方法で契約解除日の 30 日前までに相手方に通知す

るものとする。 

解約の効力は、当社が利用者からの解約通知を受領した日、もしくは当社が契約解除通知を送付した日の 30 日後に生じるものと

する。 

  

第 5 条（サービス料金の支払） 

1. 利用者は、当社に対して、本サービスのライセンス許諾の対価として、個別契約において定めるサービス料金支払う。 

2. サービス料金の支払方法は、個別契約において定めるものとする。 

 

第 6 条（本サービスのライセンス許諾） 

当社は、利用者に対し、本利用規約に規定された条件の下で、非独占的に本ウェブサイト上で本サービスを利用することを許諾する。 

 

第 7 条（サブライセンス条件） 

1．利用者は、利用者顧客に対して本サービスのサブライセンスにかかる契約（以下「サブライセンス契約」という。）を締結する場合、

当社が予め書面で指定した許諾条件をサブライセンス契約に含めるとともに、当該許諾条件と矛盾し、若しくは齟齬する条件をサブ



ライセンス契約に定めないものとする。但し、利用者が事前に書面で当社の承諾を得たときはこの限りではない。 

2．前項にかかわらず、利用者は、本サービスに付随して利用者が開発したカスタマイズ又はプラグインについての許諾条件を自由に定

めることができる。但し、利用者の開発物が当社サービスの提供に支障きたすと考えられる場合、当社は利用者に対し開発物の提供

停止と提供条件の変更を要求できるものとする。 

3．利用者が開発したカスタマイズ又はプラグインに起因し、当社および他のサービス利用者に損害が発生した場合、利用者は自己の

費用と責任においてその損害を補償するものとする。 

 

第 8 条（知的財産権等） 

1．本サービスにおいて、当社が利用者に提供するコンテンツに関する一切の知的財産権等は当社又は当社に権利の使用を許諾した

ライセンサーに帰属し、利用者は、当社及びライセンサーの許諾を得ずにコンテンツの編集及び改変等を行い、又は第三者に許可なく

使用させ、公開することができない。また、利用者は、コンテンツを複製することはできない。 

2．利用者が本条の規定に違反して問題が生じた場合、利用者は、自己の費用と責任において問題を解決するものとし、当社に迷

惑や損害を与えてはならない。 

 

第 9 条（監査権） 

1．当社は、サブライセンスに関する利用者の報告内容の検証、又は本契約上の利用者の義務の履行状況について監査又は検査す

る目的で、利用者の事業所に立ち入り、会計帳簿、会計記録、帳票類、本ソフトウェア保存媒体、利用者のコンピュータ端末上の

記録を閲覧し、複製することができる。当社は、緊急な場合を除き、あらかじめ利用者に通知するとともに、利用者の通常の営業時

間内において当該監査を行う。 

2. 監査により、利用者が当社に実際に支払った使用料が、本契約に基づき支払うべき使用料に比べ過小である場合、サブライセンス

の数量を越えて本ソフトウェアの複製がなされている場合、利用者は、当社に対し、当該支払うべき使用料不足額の 2 倍に相当す

る違約金を支払うほか、当該監査に関して当社が要した費用を支払うものとする。 

 

第 10 条（禁止行為） 

利用者は、以下の各号に定める行為（以下「禁止行為」という。）を行ってはならないものとする。 

(1) 当社又は第三者の知的財産権等、肖像権等の人格権若しくはプライバシーその他権利若しくは法律上保護に値する利益を侵害

し、又はそのおそれのある行為 

(2) 当社又は第三者を中傷し、名誉を毀損し、その他当社のレピュテーションに不利益をもたらす行為 

(3) 第三者の判断に誤解を与え、又は第三者の判断に悪影響を与える行為 

(4) 第三者に対し、許可なく本サービスの使用を再許諾する行為 

(5) 本サービスの電子データを複製、修正、改変若しくは改造し、又は不正な目的により使用する行為 

(6) 本サービスの電子データを許可なく第三者に提供する行為 

(7) コンテンツに対して、リバースエンジニアリング、逆コンパイル、又は逆アセンブラ、その他コンテンツを解析しようと試みる行為 

(8) 当社の営業を妨害し、又はそのおそれのある行為 

(9) 前各号に掲げるほか法令等に違反する行為 

(10) 前各号に準ずる行為 



 

第 11 条（利用者の義務） 

1. 利用者は、自らの責任と費用において、ソフトウェア、インターネット接続回線、セキュリティの確保等、本サービスの利用に必要な環

境を整備するものとする。当社は、利用者が整備するこれらの環境に対する本サービスの動作保証を、一切行わないものとする。 

2. 利用者は、下記の Web ブラウザにおいて本サービスを使用させるものとし、当該顧客対し、これを使用すべきである旨を適切に説明

するものとする。 

Web ブラウザ：Google Chrome（最新バージョンのみ） 

3. 利用者は利用者登録情報及びパスワード等を自らの責任において管理するものとする。また、利用者は、利用者登録情報及びパ

スワード等を貸与、譲渡、名義変更、売買又は質入してはならず、また、方法の如何を問わず許可なく第三者に利用させてはならな

いものとする。利用者は自己の利用者登録情報が他人によって不正利用されていることを知った場合、直ちに当社にその旨を通知す

るものとする。 

4. 当社は、利用者登録情報及びパスワード等その他の利用者に関する情報が第三者に使用されたことによって当該利用者が被る損

害については、当社に故意又は過失がある場合を除き、利用者及び第三者に対して一切責任を負わないものとする。また、当該利

用者登録情報及びパスワード等その他の利用者に関する情報を用いてなされた本サービスの利用は、当該利用者によりなされたもの

とみなし、当該行為を自己がしたか否かを問わず責任を負う。 

5. 利用者は、本サービスの利用に際して取得した個人情報に関して、個人情報保護法その他の法令等を遵守するものとする。 

6. 利用者は、本サービスを利用する顧客に追加、減少、変更が生じた場合、速やかに当社に通知するものとする。 

7．利用者は本サービスに付随するカスタマイズ、プラグインなど、本サービスと連携する機能を独自開発する場合、その仕様について当

社に事前に開示するものとする。当社はその情報を確認し、本サービスに悪影響を及ぼす恐れがあると判断した場合、利用者に仕様

の変更を求めることができる。 

 

第 12 条（第三者への委託） 

当社は、利用者による承諾を得た上で、本サービスの提供に係る業務の一部又は全部を、当社の責任において第三者に再委託する

ことができる。 

 

第 13 条（通知）  

本規約における当社に対する通知は、以下の通知先に対する郵便、ファクシミリ、電子メールにより行うものとする。 

通知先：ズィーバーコミュニケーションズ株式会社 コンタクトソリューション統括グループ 技術営業グループ 

郵便 ：東京都港区新橋 5 丁目 27 番 1 号 パークプレイス 4F 

FAX  ：03-6432-4964 

Email ：sales@zeevaa.com 

 

第 14 条（秘密情報の取扱い） 

各当事者は、サービス利用契約に関する交渉、準備、締結及び履行の過程において相手方当事者より受領した情報、並びに、本契

約の締結の事実及び内容（以下「秘密情報」と総称する。）について相手方当事者の事前の書面による承諾なしに、これを第三者に

開示、漏洩又は公表せず、また、本契約の目的以外に利用しないものとする。但し、①本項と同等以上の秘密保持義務を課した上



で、それぞれの役職員に対して開示する場合、②アドバイザー等その他法令又は契約上秘密保持義務を負う者に対して開示する場合、

③ 日本又は外国の法令等に基づき開示を要求される場合はこの限りでない。 

 

第 15 条（利用者に係る情報の利用等） 

1．当社はプライバシーポリシーに定めるところにより、利用者に係る情報を次に定める目的の遂行に必要な範囲において、利用する。  

ア 利用者からの問い合わせへの対応（本人性の確認）  

イ 当社サービスに利用に係る手続き又は提供条件の変更等の案内に係る業務  

ウ 課金計算に係る業務  

エ 料金請求に係る業務  

オ 利用停止及び契約解除に係る業務  

カ 保守又は障害対応などの取扱業務  

キ 当社サービスの維持、改善又は新たなサービスの開発に係る業務  

ク 当社サービス又は利用者に有益な他社サービス・製品等の通知、販売推奨、アンケート調査及び景品等の送付に係る業務  

ケ 市場調査及びその分析に係る業務  

コ その他当社の営業に関する通知  

2．当社の情報セキュリティ全社管理責任者は、当該利用者に係る情報についての責任を有するものとする。  

3．サービスの利用に係わる債権・債務の特定、支払い及び回収に必要と認めた場合には、当該業務に必要な範囲内でクレジット 

カード会社等の金融機関、債権管理回収業者又は提携先等に情報を開示、提供することがある。  

4．利用者は(1)～(2)に定めるところにより当社が利用者に係る情報を利用すること、ならびに(3)に定めるところにより当社が利用者に

係る情報を当該第三者に開示、提供することに同意する。  

5．利用者が本サービスの利用にあたり自ら登録した情報であって、アクセス制御が施されているものについては、当社は、参照、閲覧

等して利用しないものとする。但し、当社が本サービスを運営するために必要な範囲で参照が必要となることがあり、当該情報が個人

情報に該当する場合には、当社が別に定めるプライバシーポリシーに従うものとする。 

 

第 16 条（譲渡禁止） 

1. 利用者は、サービス利用契約上の地位又は権利義務の全部又は一部を、第三者に許可なく譲渡若しくは承継し、又は担保の目

的に供することはできないものとする。  

2. 当社が本サービスにかかる事業を第三者に譲渡した場合には、当社は、当該事業譲渡に伴い当社の本契約上の地位及び権利義

務並びに利用者登録情報その他の利用者に関する情報を当該事業譲渡の譲受人に譲渡できるものとし、利用者は、かかる譲渡に

つき予め同意するものとする。本項にいう事業譲渡には、当社が消滅会社となる合併又は当社が分割会社となる会社分割等によ

る包括承継を含むものとする。 

 

第 17 条（免責） 

1. 当社は、利用者又は利用者の顧客が本サービスを利用することにより知り得た情報に起因して損害を受けた場合でも、当社に故意

又重過失がある場合を除き、何らの責任を負わないものとする。 

2. 当社は、利用者又は利用者の顧客が本サービスの提供を受けられなかったときでも、当社に故意又は重過失がある場合を除き、



何ら責任を負わないものとする。本項における「本サービスの提供を受けられなかったとき」には、通信回線又はシステムの障害その他

事由の如何を問わず、利用者又は一般顧客が本サービスの提供を受けることができなかったあらゆる場合を含むものとする。 

3. 当社は、本サービスにおけるいかなるデータ、情報についてもウイルス等当社の責めに帰すことができない事由により消去・変更されな

いことを保証するものではない。 

4. 当社は、利用者間の通信や活動に関与しないものとする。万一利用者間で紛争や問題が生じた場合であっても、当該利用者 

間で解決するものとし、当社はその責任を一切負わないものとする。 

5. 利用者以外の第三者と利用者との間で紛争が起こった場合には、紛争の当事者である利用者は自己の責任で解決するものとし、

当社は一切関与しないものとする。また、当該第三者が損害を被った場合には、当該利用者が賠償するものとし、当社は一切の責

任を負わないものとする。 

6. 当社は、この規約等の変更により利用者設備等の改造又は変更（以下この条において「改造等」といいます。）を要することとなる

場合であっても、その改造等に要する費用については負担しない。 

7. 利用者が、ユーザー名及びパスワードを紛失・盗難又は第三者が容易に知り得る状態においたことで生じた本サービスの不正利用に

より利用者に発生した損害について、当社は免責されるものとする。 

８. 当社は、利用者が本サービス内に蓄積した、または利用者が他者に蓄積することを承認したデータ等の消失、他者による改ざんに

関し、いかなる責任も負わないものとする。 

9．当社は、以下の各号に関して保証を行わず、これに起因する利用者の損害について一 切の責任を負わないものとする。 

(1) 本サービスに何ら不具合を生じないこと  

(2) 本サービスの提供が当社の意図に寄らず中断されないこと  

(3) 本サービスの不正利用がないこと 

 

第 18 条（承諾の限界） 

当社は、利用者から請求があった場合に、その請求を承諾することが技術的に困難なとき又は保守することが著しく困難である等当社

の業務の遂行上支障があるときは、その請求を承諾しないことがあります。この場合、その理由をその請求をした利用者に通知する。但

し、この規約及び発注書において別段の定めがある場合には、その定めるところによる。 

 

第 19 条（損害賠償） 

1. 利用者は、本契約に違反した行為又は不正若しくは違法に本サービスを利用することにより、当社に損害を与えた場合、その損害

を賠償するものとする。 

2. 当社は、自らに故意又は重過失がある場合を除き、本サービスの利用により利用者又は第三者に生じた一切の損害につき、賠償

義務を負わないものとする。 

3. 当社に故意又は重過失がある場合を除き、本契約に基づく当社の利用者又は第三者に対する責任は利用者が現実に被った通

常かつ直接の損害に限るものとし、特別損害、逸失利益、間接的、派生的又は付随的損害その他の損害については、一切責任を

負わないものとする。 

４．当社の損害賠償の限度額は、サービス契約金額を上限とする。 

 

第 20 条（サービス利用停止） 



当社は、以下の各号のいずれかの事由が生じた場合、利用者に対する通知により、直ちに本サービスの利用を停止することができる。 

(1) 利用者に本規約上の違反があった場合 

(2) 利用者につき法的倒産手続開始の申立てがなされ、又はそのおそれがあると合理的に認めるべき事由が生じた場合 

 

第 21 条（反社会的勢力の排除） 

当社は、反社会的勢力による本サービスの利用を一切禁止する。当社は、利用者が反社会的勢力に該当すると判断した場合、事前

に利用者に通知することなく、本サービスの利用を停止することができる。 

当社は、当該利用停止によって利用者及び第三者に生じた損害について、一切の責任を負わないものとする。 

 

第 22 条（サービス利用期間） 

サービス利用期間については、基本的に 1 年単位の契約とし、詳細は個別契約において定めるものとする。 

 

第 23 条（サービスの更新・変更等） 

1．当社は、本サービスの修繕、改善、機能向上または本サービスの安定的な提供その他の目的のために、本サービスの内容を予告な

く変更または更新する場合がある。 

2．利用者は、前項に定める変更または更新が、自動アップデートまたは自動アップグレードによる場合があることを承諾の上、利用を開

始するものとする。 

 

第 24 条（サービスの終了・中断・停止） 

1．当社は、理由の如何を問わず、本サービスの提供を中断・終了することができるものとする。 

2．当社は、定期または緊急の、本サービスに対する点検もしくはメンテナンス等の目的のために、任意に本サービスの提供を中断、一時

停止またはその他の措置を講じることができるものとする。 

3．前 2 項の場合または以下のいずれかに該当する事由により、本サービスの提供が終了、中断または停止された場合も、当社は、当

該終了等によりユーザーまたは第三者に生じた損害につき、責任を負わないものとする。 

(1) 本サービスが利用するサーバー、関連設備もしくは機器等または本サービスに含まれる各種コンピュータシステム、ソフトウェアもしく

はプログラム等の定期保守、故障、機能改善措置またはその修理のため。 

(2) 本サービスの提供を目的として当社が利用するサービスの債務不履行のため。 

(3) 本サービスが利用するサーバーに対する第三者の不正侵入により、本サービスの正常な提供に支障の生じた場合。 

(4) 天変地変、戦争、暴動、内乱、法令の制定・改廃、公権力による命令・処分、通信回線に生じた事故等の不可抗力を原

因として通信回路に異常をきたした場合。 

 

第 25 条（利用規約の変更） 

 当社は、本規約を変更することがある。この場合には、料金その他の提供条件は、変更後の規約によるものとする。 

 

第 26 条（準拠法及び管轄裁判所） 

1. 本規約及び個別契約の準拠法は日本法とする。 



2. 本サービスに関する一切の紛争は、東京地方裁判所を第 1 審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

第 27 条（誠実協議） 

本規約に定めのない事項については、両当事者が誠実に協議の上解決するものとする。 

 

 

 

附則 

（実施期日）本規約は 2021 年 1 月 1 日から実施します。 

 


